
コミュニティ支援は喫緊の課題

昨年開催の第24回ＪＡ全国大会では、「安心

して暮らせる豊かな地域社会の実現と地域貢

献」が喫緊の課題として取り上げられた。こ

れを受けて昨年12月から今年3月まで全中に

生活活動研究会が設置され、ＪＡのコミュニ

ティ（地域社会）への積極的関与が提唱され

た。またそこでの議論を受けて、今年5月か

ら「くらしの活動強化推進委員会」が設置さ

れ、具体策の検討が進められている。

小稿では、ＪＡ総合事業の基礎的活動とし

てコミュニティ支援を取り上げ、ＪＡがコミ

ュニティとどのような形で連携・協力し、コ

ミュニティの自発的発展に貢献することが望

ましいのかを考えてみたい。

コミュニティをどうとらえるか

ＪＡにとってコミュニティは聞き慣れない

言葉であるが、一般にコミュニティとは「人

と人のつながり」を指している。そして、そ

の人と人のつながりは、生活地域を共有する

「ローカル・コミュニティ」と関心や想いを

共有する「テーマ・コミュニティ」の2つか

ら成っている。

ローカル・コミュニティは、行政区（自治

会）、小学校区（連合自治会）、市町村、郡、

都道府県など、さまざまなレベルの範域が想

定できる。いいかえれば、重層的な性格をも

っているのであるが、とりあえず小稿では、

生活圏、文化圏、経済圏として人びとが共有

できるものが多いところをローカル・コミュ

ニティと呼ぶこととしたい。

一方、テーマ・コミュニティは、人びとの

関心や想いをベースに自発的相互性をもって

活動する単位である。保健・医療、福祉、社

会教育、地域づくり、子ども、環境保全など、

さまざまな種類の活動分野が想定できる。こ

のテーマ・コミュニティは、ローカル・コミ

ュニティの範域で成立するものもあれば、そ

の範域を超えて成立するものもあって、区々

である。

ローカル・コミュニティとテーマ・コミュ

ニティは、しかし、相互に排他的ではなく、

重なり合って活動することも多い。その典型

は、地域自治組織ないしは住民自治組織と呼

ばれる、主として小学校区を単位として結成

される「まちづくり協議会（または委員会）」

である。そこでの活動は、ローカル・コミュ

ニティの課題や関心に応じて区々であるが、

総じていえば、高齢者福祉、子育て、地域防

災、環境保全、地域交流、農業づくりなどが

部会単位で取り組まれている。

地域自治組織の特色は、行政区（自治会）

とは異なって、行政の下請ではなく有志によ

る自発的な活動であること、したがって、役

員が交替するたびに振り出しに戻るような輪

番制ではなく、一定の知識や経験、技術の蓄

積が可能であることに求められる。

21

寄　稿

農中総研 調査と情報　2007.7（第１号）

安心して暮らせる豊かな地域社会の実現
―ＪＡのコミュニティ支援への期待―

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

三重大学大学院　生物資源学研究科

教授　石田正昭



もう一つの特色は、ローカル・コミュニテ

ィにおける農家や農業の存在感は小さくはな

いものの、しかし、マジョリティではないこ

とに求められる。そこでは住宅団地や工業団

地が立地することも多く、非農家がマジョリ

ティを形成している。

このことは、農家や農業（部分）からロー

カル・コミュニティ（全体）をみるのではな

く、ローカル・コミュニティ（全体）から農

家や農業（部分）をみるという、新しいタイ

プの地域農業づくりを構想させるという点

で、重要なパラダイム変化を内包している。

コミュニティビジネスを起こそう

コミュニティビジネスとは、以上で述べた

ようなコミュニティをベースとして、地域に

根ざした各種サービスを提供する事業体を指

している。コミュニティに貢献するという点

でミッション性が高く、また雇用を確保し、

継続的成果をめざすという点でビジネス感覚

もあわせもつ特別な事業体である。

コミュニティビジネスにおいては、安心し

て暮らせる豊かな地域社会の実現という課題

を、「政府や行政に任せる」のではなく、ま

た「市場に委ねる」のでもなく、地域の自発

的相互性によって解決するというアプローチ

をとる。そのかぎりで非営利原則が追求され

るが、それが担保されるならば、経営形態は

ＮＰＯ、協同組合、小さな株式会社、あるい

は任意団体のいずれであってもよい。

ただし、コミュニティ（みんな）のために

働くとはいっても、ただ働きは事業の継続性

の観点から否定されなければならない。最低

でも時給の確保が必要である。
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ローカル・コミュニティ（全体）から農家

や農業（部分）をみるという、新しいタイプ

の地域農業づくりという点では、およそ次の

ような活動・事業領域が有望である。①食と

農（集落営農、ファーマーズマーケット、加

工、レストラン、学校給食など）、②健康

（カントリーウォークなど）、③助け合い・福

祉（ミニデイサービス、給食サービス、家事

代行サービスなど）、④資源・環境（生ごみ

コンポスト、里山・河川の環境美化、景観保

全、遊休農地の活用など）、⑤生きがいづく

り（料理教室、市民農園、生きがい農園など）、

⑥都市農村交流（グリーンツーリズムなど）。

ＪＡによるコミュニティ支援

この種のコミュニティビジネスが成功する

か否かは、そのコミュニティにどのような

「人と人のつながり」ができているかによる。

信頼、互酬の関係がより深く、より多くでき

ていることが成功要件となる。

もう一つの成功要件は、インターミディア

リー（中間支援）の機能がどの程度できてい

るかによる。調査・助言、技術開発・支援、

資金援助、土地・施設の提供、情報の受発信、

地域産品・サービスの認証などがそれらであ

る。これらはコミュニティビジネス成立のた

めの基盤を形成しており、自治体はもちろん

のことＪＡの参加・参画が欠かせない。

6月7日付け日本農業新聞によれば、農林中

金が100億円基金を造成し、幅広い担い手支

援に乗り出すと報道されている。できること

ならば、中金と単位ＪＡが一体となってコミ

ュニティビジネスの奨励（公募型の資金援助

など）に乗り出してほしいと思っている。


